


私たちは，さまざまな法律の規制のもとで働いていますが，逆にいえば，

さまざまな法律に守られながら働いているともいえます。

私は，男女雇用機会均等法が制定される前年（１９８４年），外資系の製薬会

社に就職し社会に出ましたが，当時の日本企業では職場での男女差別は当た

り前でした。それから早３６年がたち，その間に女性の社会進出は目覚ましく，

時代に合わせて労働関係の法律も変わってきました。

育児休業法が施行されたのは，１９９２年４月１日（介護休業法は１９９５年１０月

１日施行）です。それ以前は，産後休業（産後８週間）が終わると職場に復

帰せざるを得なかったのが，現在は最長で子供が２歳になるまで休業できる

のですから，子育てをしながら働きつづける環境は少しずつ充実してきたと

いえます。

しかしながら，最近ではマタハラ（妊娠・出産・育児に関連するハラスメ

ント）という言葉をよく聞くようになり，相談件数は増加傾向にあります。

少子化が進む中，見過ごすことのできない社会問題です。

女性の社会進出に伴い，セクハラが社会問題となったのを受けて，２００７年

にはセクハラ対策が事業主の配慮義務になりました。

さらに，長年多くの職場で黙認され，従業員の精神疾患や自殺等を招いて

きたパワハラも２０００年代初頭から問題視されるようになり，２０年近くが経

ち，ようやく２０２０年６月にパワハラ防止法が施行されています。

ハラスメントという概念が定着して３０年以上がたとうとしていますが，法

規制がない時代には数多くの労働者が泣き寝入りしていたことでしょう。現

在では法整備が進んできたとはいえ，いまだ十分ではなく，職場でもハラス

メントへの問題意識が浸透しているとはいえません。

事業主や従業員の間で，ハラスメントに対する関心や法知識が高まり，男

性女性の区別なく，一人の人間としてお互いを尊重し合える社会の実現が待

たれます。
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第Ⅰ部

実態から考える

職場のハラスメントの問題
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第1章

職場に潜むハラスメントの問題と基礎知識

�1 セクシャルハラスメントの
基礎知識

1970年代に米国でセクハラが提起された

「ハラスメント（Harassment）」を辞書で調べると，「嫌がらせ，いじ

め」とあり，補説では「苦しめること，悩ませること，迷惑」の意味が

あります。

ハラスメントが世間で最初に認知されたのは「セクシャルハラスメン

ト」という言葉からでした。１９７０年代初め，アメリカの女性雑誌に造語

として「セクシャルハラスメント」と記されたのが始まりという説があ

ります。

日本では，１９８６年に起きた西船橋駅ホーム転落死事件で，起訴された

女性を支援する女性団体が「セクハラ」という言葉を使いました。しか

し，酔っ払いとそれに絡まれた女性との間で偶発的に起きた事件という

経緯から，それほど世間に認知されることはありませんでした。

その３年後に起きたセクハラを理由とする民事裁判は，職場を舞台に

上司と部下との間で起きた事件ということで，世間の関心を引きまし

た。それまで日本の職場で何気なく行われてきた女性に対する行為や発

言が，実はセクハラに当たるのではないかという身近な問題になり，一

気に広がりをみせたのです。

そして，１９８９年の新語・流行語大賞の新語部門で「セクシャルハラス

メント」が金賞を受賞しました。その後，一過性の流行語では終わらず，

１９９０年代を通じて日本語として定着していったのです。

嫌がらせ，いじめ
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男性から女性に対する言動だけが問題ではない

このような流れを受けて１９９７年（平成９年）の男女雇用機会均等法に

おいて「事業主に対するセクシャルハラスメント防止措置」が義務化さ

れました。

こうした法制化を受けて，会社で対応してもらえない問題や社外で相

談したいときの窓口として，都道府県労働局雇用均等室が設置されてい

ます。都道府県労働局雇用均等室に寄せられた相談件数は増えていきま

したが，２００７年をピークに減少傾向にあります。

なお，男女雇用機会均等法は，２００６年（平成１８年）の改正により，男

性に対するセクハラ（「逆セクハラ」ともいう）も保護の対象としてい

ます。つまり，女性から男性に対して行われる性的な言動や，同性間に

おける言動もセクハラを問われることがあるのです。

図表１－１ 都道府県労働局雇用均等室に寄せられた
職場におけるセクシュアルハラスメントの相談件数

男女雇用機会均等法

男性に対する
セクハラ

出典：厚生労働省資料より作成
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